平成２５年度　第一回鶴岡市空き家等審議会（会議概要）
日　時：平成２５年６月１９日（水）午後１時～２時３０分
場　所：鶴岡市役所　庁議室

主席者：秋保充也委員長、井上孝紀委員、山本斉委員、阿部俊夫委員、渡部忠彦委員　

　　　（事務局）

　　　　　榎本市長、上原市民部長、五十嵐環境課長、小杉課長補佐、富樫主査、

佐藤建築課長、白井係長
事務局：（開会）

委嘱状交付：（榎本市長より交付）

榎本市長：（挨拶）
挨拶後退席。
事務局：（会長選任）
司法書士会の秋保委員が選任されました。
会　長：（挨拶）

事務局：議長を秋保会長にお願いします。
会　長：協議のほうに入ります。市の空き家対策について、事務局の説明をお願いします。

事務局：（環境課説明）

　　　　・空き家の外観や施錠の実態調査後に所有者等の特定を行い、所有者等に口頭もしくは文書で適正管理の指導を行います。応急措置は実態調査で危害が切迫した場合に実施し所有者に費用を請求しますが、所有者不在の場合はその内容を公示します。所有者等に何度指導しても応じないし連絡も取れない場合は期限を定めて勧告を行います。不利益処分となる命令以降については当審議会を開催して調査審議していただきます。行政による最終的な対応は代執行となります。
　　　　・空き家相談の受付件数は昨年度141件ですが、今年度は5月末現在で33件となっています。また、立入調査の実施が2件、指導書の発送が3件となっています。
・平成23年度調査の空き家2,273件のうち、宛名が明らかな1,476件に対して、適正管理に関するお願いと「つるおかランドバンク」に関するチラシ、アンケートを送付しました。

・2,273件の空き家のうち、鶴岡地区にある倒壊の危険性があり再利用困難なDランクの空き家122件の追跡調査を実施した。今後、各地域庁舎管轄のDランクの空き家も調査します。

（建築課説明）

・調査によると市内には2,273棟の空き家があります。鶴岡地区と温海地区に空き家が多く、特に鶴岡地区においては中心市街地と海岸地域で多い状況となっています。平成20年度の住宅・土地統計調査によると、市内の住宅総数は約57,300棟となっており、空き家の割合としては約4％に相当します。

・平成22～23年度に実施した実態調査では、再利用可能なAランクの空き家が全市で134棟、Bランクが695棟となっており、空き家総数の約36％となっています。建築年で見ると昭和35年以前の建物（築後50年以上）は、8割以上が不良空き家となっています。一方、建築年が昭和46年以降では優良空き家が半数を超えています。
・所有者の意向調査で、今後の活用の予定がないと回答した割合が各ランクで25％を超えています。所有者が空き家を抱えているという認識が不足しているということがわかります。また、活用に関する所有者の抱える課題として売却又は貸し出したいが相手が見つからないと答えた方が、Aランク6％、Bランク30％となっています。要因は中心市街地における住宅密集地の宅地は土地が狭く道路も狭隘な場合が多く買い手が付かず市場に乗らないこと、空き家等の情報が一元化されておらず所有者と希望者のマッチングが極めて困難なことがあげられます。このことから空き家の利活用が進んでいないようです。
・ＮＰＯ法人「つるおかランドバンク」が1月に設立し、空き家の利活用の促進を図ることとしています。事業メニューは、ランド・バンク事業として密集住宅地の空き家等の売却と空き地・道路の一体整備、有効活用といった事業、空き家バンク事業として所有者と希望者のマッチングを行うコーディネート事業、空き家の管理を委託する事業、空き家の有効活用を図るコンバージョン事業、ランド・バンク事業を通じて事業を起こす際の助成事業などがあります。
・中山間地域の空き家対策としては、民間企業が行う芸術文化等への社会貢献活動のサポートを受けて、地域の住民と一緒になって地域の歴史、文化、芸能などの地域特性を活かす工夫を考えながら、地域の空き家を地域活性化のテーマとなる施設として付加価値を高めて活用するなどの計画を検討していきたいと思います。
・高齢者及び身体障がい者等に向け、民間が所有する空き家等の既存ストックを活用した民間賃貸住宅活用型住宅セーフティネット整備など、地域住宅システムの構築についても検討する予定でいます。

会　長：意見・質問がありましたらお願いします。

委　員：空き家実態調査の回答は空き家物件所有者全てから提出していただいていますか。
事務局：アンケートの送付件数は、空き家総数2,273件のうち所有者が判明した1,890件に送付しており、回答数933件、回答率49.4％となっています。
委　員：今後の活用の問題点で「特にない」と答えた人がA、Bランクで突出して多いようです。回答のない6割がもし同様に思っているとしたら、そのことが課題となりますね。

事務局：アンケートに答えてくれる関心のある方は良いですが、まったく無関心の方とか県外在住の方など、さまざまな所有者がいらっしゃる現実があります。
委　員：所有者不明、不在の場合は立入調査後にすぐ代執行までいくのか。

事務局：立入調査の段階で周辺に危害が切迫しており緊急対応が必要な場合は応急措置を行います。切迫した状況にない場合は代執行を含めた不利益処分を庁内会議で協議して審議会にお諮りしたいと思います。
委　員：適正管理に関する対応は空き家と把握した2,273棟を全て対象とするのか。

事務局：不適切管理の苦情相談を受け付けた空き家への対応となるが、Dランク空き家の追跡調査の結果、なんらかの対応が必要と判断した場合は指導等を行います。
委　員：ランドバンクは、AランクからDランクまでを対象としますか。

事務局：全てを対象とします。
委　員：Aランク、Bランクの物件は宅建協会が売買につなげるのが一番手っ取り早いし実効性がでると思います。

事務局：通常の不動産売買で行えるものは宅建業者にお願いし、なかなか民間の不動産関係が入り込めない物件についてランドバンクが取り扱います。
委　員：建物が良くても前面道路が2ｍしかない場合などは簡単に売買出来ず、道路拡幅や再編が必要なケースが出てきます。ランドバンクは空き家、狭隘道路問題等を一体的に解決し、良好な町づくりのためにエネルギーを使うものと考えています。
委　員：人口減少社会で簡単に買い手がみつかるものではないことを所有者から理解していただくことも必要だと思います。

会　長：それではこのへんでよろしいか。
　　　　無いようなので次にその他について事務局から何かありますか。

事務局：事務局からはございません。

会　長：無いようなのでこれで協議を終了します。

事務局：（閉会）
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